
（平成２５年１２月４日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会神奈川地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 1 件



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8713 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、昭和 42 年４月 21 日から同年６月 13 日までの期間に

ついて、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ

社）（整理記号Ｃ）における資格喪失日に係る記録を同年６月 13 日に訂

正し、当該期間の標準報酬月額を４万 2,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 申立期間のうち、昭和 43 年２月 29 日から同年３月１日までの期間につ

いて、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められることから、申立人のＡ社（整理記号Ｄ）

における資格喪失日に係る記録を同年３月１日に訂正し、当該期間の標準

報酬月額を４万 5,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

  

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 42 年４月 21 日から同年６月 13 日まで 

           ② 昭和 43 年２月 29 日から同年３月１日まで 

           ③ 昭和 46 年１月 21 日から 55 年５月 21 日まで 

  私は、昭和 39 年 12 月から平成８年５月まで、Ａ社及びそのグループ

会社で継続して勤務していた。しかし、厚生年金保険の記録では、申立

期間が被保険者期間となっていない。調査の上、申立期間を厚生年金保

険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、Ｂ社が提出した退職金計算書、雇用保険の記録及

び複数の同僚の証言から判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（同

社（整理記号Ｃ）から同社（整理記号Ｄ）に異動）、当該期間に係る厚生

  



                      

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   なお、Ａ社（整理記号Ｄ）は、昭和 42 年６月 13 日に厚生年金保険の適

用事業所となっていることから、申立人の被保険者資格は、本来、同日ま

で同社（整理記号Ｃ）において引き続き有すべきものである。 

   また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社（整理記号

Ｃ）における昭和 42 年３月の社会保険事務所（当時）の記録から、４万

2,000 円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかにこ

れを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判

断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

   申立期間②について、上記の退職金計算書、雇用保険の記録及び人事異

動の名簿の写しから判断すると、申立人はＡ社に継続して勤務し（昭和

43 年３月１日に、同社（整理記号Ｄ）から同社（整理記号Ｃ）に異動）、

当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこ

とが認められる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ社（整理記号

Ｄ）における昭和 43 年１月の社会保険事務所の記録から、４万 5,000 円

とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間②に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、事業主は不明としているが、事業主が資

格喪失日を昭和 43 年３月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務

所がこれを同年２月 29 日と誤って記録することは考え難いことから、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年２月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る申立期間②の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

   一方、申立期間③について、申立人は、継続してＡ社及びそのグループ

会社で勤務していたと主張している。 

   しかしながら、Ｂ社は、申立期間③における申立人の在籍及び厚生年金

保険料の控除について、「資料が残っていないため、確認できない。」と

回答している。 

   また、上記の退職金計算書によると、申立人の勤務継続期間は、昭和

  



                      

39 年 12 月４日から 46 年１月 20 日までと記載されており、雇用保険の記

録と一致する上、申立人は、Ａ社Ｅ事務所に係る事業所別被保険者名簿に

おいて、同年１月 21 日に資格を喪失し、Ｆ社に係る事業所別被保険者名

簿において、55 年５月 21 日に資格を取得していることが確認でき、オン

ライン記録と一致している。 

  さらに、Ａ社（整理記号Ｃ）、同社Ｅ事務所及びＦ社に係る事業所別被

保険者名簿から申立期間③における被保険者記録が確認できる複数の者に

照会したものの、申立人の当該期間における勤務実態及び厚生年金保険料

の控除をうかがわせる供述を得ることができない。 

  このほか、申立人は、申立期間③に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所持して

おらず、当該期間に係る厚生年金保険料の控除をうかがわせる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間③に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8714 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を平成 12 年 12 月 11 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を９万

8,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12 年 11 月 30 日から同年 12 月 11 日まで 

  Ａ社において、平成 12 年 12 月 11 日に正社員からパートタイマーに

変更となった時に、事業所が厚生年金保険の被保険者資格喪失日を同年

11 月 30 日と届け出たため、申立期間の厚生年金保険の記録が無い。 

  事業主が交付した健康保険厚生年金保険資格等取得・喪失連絡票の資

格喪失日は平成 12 年 12 月 11 日となっているので、調査の上、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が保管する平成 12 年分賃金台帳、申立人が所持する健康保険厚生

年金保険資格等取得・喪失連絡票及び事業主の回答から判断すると、申立

人は、同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、申立期間の標準報酬月額については、厚生年金保険の保険給付及

び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報酬月額を改定又は

決定し記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除してい

たと認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報

酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方

の額を認定することとなる。 

 したがって、申立期間の標準報酬月額については、上記賃金台帳の給与

  

  

  



                      

支給額から、９万 8,000 円とすることが妥当である。 

  なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務

の履行については、事業主は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失の届出を社会保険事務所（当時）に対し誤って届け出たと認めている

ことから、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る平成 12 年 11 月の

保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険

料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付す

る義務を履行していないと認められる。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8715 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められることから、申立人の申立期間の標準賞与額に係る

記録を、平成 15 年 12 月 10 日は 47 万円、18 年６月 21 日は 41 万円に訂

正することが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年 12 月 10 日 

           ② 平成 18 年６月 21 日 

  Ａ社Ｂ支店における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間①

及び②の標準賞与額の記録が無いことが分かったが、当該期間において

も賞与が支給されており、厚生年金保険料が控除されていたはずである。 

  調査の上、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した賞与一覧表から、申立人が申立期間に賞与の支払を受け、

当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められる。 

 また、申立期間に係る標準賞与額については、上記賞与一覧表において

確認できる賞与額及び保険料控除額から、平成 15 年 12 月 10 日は 47 万円、

18 年６月 21 日は 41 万円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかにこれ

を確認できる関連資料及び周辺事情が見当たらないことから、明らかでな

いと判断せざるを得ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、上記賞与一覧表において確認できる保険料控除額に見合う賞与額

 

  

  

  

 



                      

に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して行ったか否かについては、

これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、行ったとは認め

られない。

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7150 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 52 年９月から 54 年１月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 52年９月から 54年１月まで 

  私は、昭和 52 年８月に会社を退職後、個人事業を始めたので、私の妻が、

退職した会社から送られてきた私の年金手帳を持参し、同年９月頃、私と

妻自身の国民年金の加入手続を居住する市の市役所で行ってくれた。 

  国民年金に加入後は、妻が、私と妻の二人分の国民年金保険料を自宅に

来ていた集金人に納付しており、遡ってまとめて納付した記憶も無い。 

  申立期間の私の国民年金保険料が未納となっていることに加え、妻と未

納期間が違っていることにも納得ができない。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人とその妻は、国民年金に加入後、国民年金保険料を夫婦一緒に集金

人に納付していたと述べているが、申立人は、国民年金の加入手続に直接関

与しておらず、申立人の国民年金の加入手続を行い、保険料を一緒に納付し
お ぼ

ていたとするその妻も申立期間当時の保険料額及び納付周期について 憶 え

ていないことから、納付状況が不明である。 

 また、申立人とその妻は、夫婦が所持する年金手帳の国民年金の「初めて

被保険者となった日」欄に記載された日付を国民年金の加入手続を行った時

期の根拠として、昭和 52 年９月頃、その妻が、夫婦の国民年金の加入手続を

行い、その時点から夫婦二人の国民年金保険料を集金人に一緒に納付してい

たと述べているが、申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号は連番であり、

その前後の番号が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、

申立人及びその妻の加入手続時期は、54 年２月と推認でき、申立人の主張す

る加入手続時期と一致しない上、年金手帳の国民年金の「初めて被保険者と

なった日」は、加入手続等を行った時点において、過去に強制加入被保険者

 

  

 



 

となるべき期間が確認されれば、その初日に遡って記載されるものであるか

ら、必ずしも国民年金の加入手続日を特定するものではない。 

  さらに、申立人が居住していた市の申立人の国民年金被保険者名簿におい

て、申立人の国民年金保険料の納付記録は、申立人及びその妻が国民年金の

加入手続を行ったと推認される昭和 54 年２月から現年度納付の記録となって

いるが、その妻の当該国民年金被保険者名簿の「保険料の現金納付」欄には、

53 年４月から 54 年３月までの保険料が 55 年３月６日に過年度納付され、昭

和 53 年度の納付記録が未納から完納となっている記載が確認できることから、

納付状況についても申立人の主張と一致しない。 

  加えて、申立期間を通じて同一住所地に居住していた申立人に対し、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていた形跡は見当たらない上、申立人が

当該期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確

定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7151（事案 5111の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43 年１月から 46 年７月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年１月から 46年７月まで 

 私が 20 歳になる昭和 43 年頃に、母親又は私自身が、私の国民年金の加

入手続を行ったと思う。 

 申立期間の国民年金保険料については、父親、母親又は私が、店に来た

集金人に、両親、姉及び私の４人分を一緒に納付していた。 

 昭和 44年 10 月から 46年３月までの国民年金保険料に係る「納付書・領

収証書、領収済通知書、領収控」のつづり及び国民年金手帳等が見付かっ

たので再度申立てを行った。 

 申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、当初の申立てにおいて、20 歳になった昭和 43 年頃に、その母

親が、申立人の国民年金の加入手続を行い、その父親又は母親が、店に来た

集金人に、申立人、その両親及び姉の４人分の申立期間の国民年金保険料を

一緒に納付していたと主張しているが、ⅰ）申立人の当該期間当時の国民年

金の加入状況及び保険料の納付状況が不明であること、ⅱ）申立人の国民年

金の加入手続は、46 年７月頃に行われたものと推認でき、当該期間当時、そ

の父親又は母親が、申立人、その両親及び姉の４人分の保険料を一緒に納付

していたとは考えにくいこと、ⅲ）申立人に別の国民年金手帳記号番号が払

い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらないことなどから、既に

年金記録確認Ａ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 23 年２月

２日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 今回の申立てにおいて、申立人は、当初の主張を変更して、申立期間に係

る自身の国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付を申立人自身が行っ

  

  



 

た可能性があるとし、また、新たな資料として、昭和 44 年 10 月から 46 年

３月までの保険料に係る「納付書・領収証書、領収済通知書、領収控」のつ

づり（以下「納付書等」という。）、居住市からの国民年金手帳の送付や保

険料納付に係る「お知らせ」及び国民年金手帳を提出している。しかし、

ⅰ）申立期間当時の申立人の記憶が定かではないことなどから、申立人の国

民年金の加入状況及び保険料の納付状況が不明であること、ⅱ）納付書等に

は領収印が無く、申立人も、その母親が納付書等は使用せず、別の納付書を

使用し当該期間の保険料を納付したと思うとしていること、ⅲ）提出された

国民年金手帳には「昭和 46 年７月 31 日発行」と記載されており、前述の推

認される申立人の国民年金の加入手続時期（46 年７月頃）と符合することか

ら、申立人又はその母親が、43 年頃に国民年金の加入手続を行い、当該期間

の保険料を納付していたと認めることはできない。 

 そのほかに年金記録確認Ａ地方第三者委員会の決定を変更すべき新たな事

情は見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 

  

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8716 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 16 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 37 年７月２日から 40 年６月 26 日まで 

 Ａ社（現在は、Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間より前のＡ社

に勤務していた期間については脱退手当金を受給した記憶があるが、申

立期間については受給した記憶が無い。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る事業所別被保険者名簿において、申立人が脱退手当金の受給

を認めている期間における申立人の欄と、同社で再度被保険者資格を取得

した申立期間における申立人の欄の両方に脱退手当金が支給されたことを

意味する「脱」の表示が記されている上、申立人が脱退手当金の受給を認

めている期間と申立期間を基礎とした脱退手当金の支給額に計算上の誤り

は無く、申立期間も併せて脱退手当金を受給したと考えるのが自然である。 

 また、Ａ社において、申立人が脱退手当金の受給を認めている期間と申

立期間は同一の被保険者記号番号で管理されており、同社における２回目

の被保険者資格喪失日から約１か月半後の昭和 40 年８月 10 日に脱退手当

金が支給決定されているなど、不自然さはうかがえない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。

  

  

 

  




